
平成30年度　病院事業会計決算の概要

１　営業関係
　　　総収益26億2,790万5千円、総費用26億6,505万4千円で、純損失は3,714万9千円になりました。
　　　内容は、次のとおりです。 （単位：千円・％）

平成30年度 平成29年度 比較増減 伸率
1,576,768 1,483,283 93,485 6.3

610,907 620,026 △ 9,119 △ 1.5
151,477 145,362 6,115 4.2
173,749 176,532 △ 2,783 △ 1.6
62,593 62,622 △ 29 0.0
21,437 20,420 1,017 5.0
30,577 32,745 △ 2,168 △ 6.6

397 0 397 皆増
2,627,905 2,540,990 86,915 3.4

89,027 103,269 △ 14,242 △ 13.8
286,123 317,842 △ 31,719 △ 10.0
445,491 433,129 12,362 2.9
197,656 190,169 7,487 3.9

6,320 4,565 1,755 38.4
26,825 26,022 803 3.1
42,406 44,999 △ 2,593 △ 5.8
14,060 20,015 △ 5,955 △ 29.8
70,363 64,102 6,261 9.8

(b) 13,593 8,097 5,496 67.9
2,665,054 2,677,098 △ 12,044 △ 0.4

23,953 128,011 104,058 81.3
37,149 136,108 98,959 72.7

２　業務関係
　　　本年度の入院患者延数は41,662人で、前年度比8.6％の増加となりました。
　　　本年度の外来患者延数は80,629人で、前年度比5.7％の減少となりました。
　　　内容は、次のとおりです。

平成30年度 平成29年度 比較増減 伸率(％)
人 41,662 38,354 3,308 8.6
人 114 105 9 8.6
円 37,847 38,673 △ 826 △ 2.1
人 80,629 85,472 △ 4,843 △ 5.7
人 330 350 △ 20 △ 5.7
円 7,577 7,254 323 4.5

３　施設整備関係
　（１）　三浦市立病院火災通報装置及び非常放送設備更新工事　外１件

４　医療機器等整備関係
　（１）　婦人科用超音波画像診断装置　外５件

５　その他
　（１）　累積欠損金（期末）　9億1,462万9千円
　（２）　医業収益と給与費の割合　　62.2％（　29年度　　64.7％　）
　（３）　医業収益と薬品費の割合　　 5.4％（　29年度 　　7.3％　）
　（４）　一般会計からの繰入金の状況 （単位：千円・％）

平成30年度 平成29年度 比較増減 伸率
155,040 155,832 △ 792 △ 0.5

4,508 5,663 △ 1,155 △ 20.4
14,201 15,037 △ 836 △ 5.6
2,387 2,350 37 1.6
6,616 5,236 1,380 26.4

25,358 25,110 248 1.0
28,232 29,926 △ 1,694 △ 5.7

151,042 141,803 9,239 6.5
387,384 380,957 6,427 1.7

⑧ 企 業 債 元 金
合 計

⑤ 共 済 組 合 追 加 費 用

⑥ 年 金 拠 出 金 費 用

⑦ 企 業 債 利 息

② 児 童 手 当

③ 医 師 確 保 対 策 費

④ 研 究 研 修 費

① 救 急 医 療 費

事 業 費 用 (B)
当 年 度 経 常 損 失 {(B)-(b)}-{(A)-(a)}
当 年 度 純 損 失 (B)-(A)

区　　　　分

入
院

患 者 延 数
１ 日 平 均 患 者 数
１ 日 １ 人 平 均 診 療 費

外
来

患 者 延 数
１ 日 平 均 患 者 数
１ 日 １ 人 平 均 診 療 費

区　　　　分

特 別 損 失

0.6

研 究 研 修 費

医業外
費用

支払利息及び企業債取扱諸費
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他

(退職給付引当金繰入額を除く)
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

事 業 収 益 (A)

医

業

費

用

給 与 費
1,473,190 1,464,889 8,301

材 料 費
経 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

医業外
収益

他 会 計 負 担 金
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他
特 別 利 益 (a)

区　　　　分

医
業
収
益

入 院 収 益
外 来 収 益
そ の 他 医 業 収 益
他 会 計 負 担 金



1

(1) 1,576,768,387

(2) 610,906,388

(3) 151,477,113

(4) 173,749,000 2,512,900,888

2

(1) 1,562,217,175

(2) 286,122,716

(3) 445,490,593

(4) 197,655,897

(5) 6,320,111

(6) 26,825,376 2,524,631,868

11,730,980

3

(1) 4,366

(2) 62,593,000

(3) 21,436,617

(4) 30,573,363 114,607,346

4

(1) 42,405,926

(2) 29,000

(3) 14,060,000

(4) 70,333,579 126,828,505 △ 12,221,159

23,952,139

5

(1) 322,150
(2) 74,595 396,745

6

(1) 3,869,141

(2) 9,724,323 13,593,464 △ 13,196,719

37,148,858

877,479,208

914,628,066

平 成 30 年 度 三 浦 市 病 院 事 業 損 益 計 算 書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

（単位:円）

経 常 損 失

患 者 外 給 食 材 料 費

医 業 収 益

医 業 損 失

研 究 研 修 費

受 取 利 息 配 当 金

医 業 外 費 用

そ の 他 医 業 外 収 益

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

固 定 資 産 売 却 益

経 費

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

雑 損 失

特 別 利 益

医 業 外 収 益

そ の 他 特 別 利 益

他 会 計 負 担 金

資 産 減 耗 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

他 会 計 負 担 金

給 与 費

減 価 償 却 費

材 料 費

医 業 費 用



1

(1)

イ 34,032,902

ロ 1,979,777,995

△705,425,681 1,274,352,314

ハ 1,718,486,153

△640,439,817 1,078,046,336

ニ 28,538,421

△18,836,902 9,701,519

ホ 1,331,274,568

△969,758,195 361,516,373

ヘ 9,732,619

△8,048,061 1,684,558

ト 4,531,000

△4,403,950 127,050

2,759,461,052

(2)

イ 443,100

443,100

(3)

イ 41,800,000

△32,000,000 9,800,000

9,800,000

2,769,704,152

2

(1) 581,664,712

(2)

イ 386,853,564

△8,394,241 378,459,323

ロ 71,251,536 71,251,536

ハ 154,546,639

604,257,498

(3) 10,520,288

(4) 1,007,300

(5) 1,471,940

1,198,921,738

3,968,625,890

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

医 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

医 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

未 収 金 合 計

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

リース資産減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

器械備品減価償却累計額

車 両

車 両 減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

土 地

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

建物附属設備減価償却累計額

構 築 物

平 成 30 年 度 三 浦 市 病 院 事 業 貸 借 対 照 表

（平成31年３月31日）

(単位：円)

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産



3
(1)

イ
2,210,787,690

2,210,787,690
(2)

イ 141,460,000
141,460,000

2,352,247,690
4

(1)

イ

187,477,773

187,477,773

(2)

イ 136,825,442

ロ 2,297,603

ハ 186,186,718

325,309,763

(3) 4,272,292

(4)

イ 78,399,000

ロ 14,323,000

92,722,000

(5) 12,457,935

622,239,763

5

(1)

イ 1,720,452

ロ 30,104,856

ハ 174,199,093

ニ 26,024,191

ホ 64,919,637

296,968,229

(2) △186,072,921

110,895,308

3,085,382,761

6

(1) 67,852,672

(2) 1,730,018,523

1,797,871,195

7

(1)

イ 914,628,066

914,628,066

△914,628,066

883,243,129

3,968,625,890

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

県 補 助 金
市 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額
寄 附 金
国 庫 補 助 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

未 払 金

医 業 未 払 金

医 業 外 未 払 金

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計
引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

(単位：円)
負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債



 

注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｱ) 減価償却の方法 

定額法 

(ｲ) 主な耐用年数 

建物     22～39年 

建物附属設備 10～39年 

構築物    10～40年 

器械備品   ３～20年 

車両     ４～６年 

   イ リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法による。 

  (3) 引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異（378,608,131円）については、平成 26年度から 15年にわ

たり均等額を費用処理している。 

   イ 賞与引当金 

 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

   ウ 法定福利費引当金 

 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   エ 貸倒引当金 

 長期貸付金の返還免除による損失に備えるため、貸付対象者の在職期間による返還免除

予定相当額を計上している。 

また、医業未収金及び医業外未収金の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等

により回収不能見込額を計上している。 

  (4) 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 



 

２ キャッシュ・フロー計算書等関連 

  重要な非資金取引 

 該当なし 

 

３ 貸借対照表関連 

 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、1,541,014,777円である。  

 

４ その他の注記 

  引当金の取崩し 

   ア 退職給付引当金の取崩し 

当年度において、退職手当として 58,701,303 円を支給するため、退職給付引当金

58,701,303円を使用した。 

   イ 賞与引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当として 210,411,731円を支給するため、賞与引

当金 76,277,000円を使用した。 

   ウ 法定福利費引当金の取崩し 

当年度において、法定福利費として 196,954,877円を支出するため、法定福利費引当金

13,855,000円を使用した。 

   エ 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、奨学貸付金返還免除による損失額として 13,200,000 円を長期貸付金

から減額するため、貸倒引当金 13,200,000円を使用した。 

また、当年度において、診療費等の不納欠損による損失額として 76,050 円を医業未収

金から減額するため、貸倒引当金 76,050円を使用した。 

 



円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △37,148,858

減価償却費 197,655,897

固定資産除却費 5,710,745

引当金の増減額（△は減少） 46,901,405

長期前受金戻入額 △21,658,617

受取利息及び受取配当金 △4,366

支払利息 42,405,926

有形固定資産売却損益（△は益） △322,150

未収金の増減額（△は増加） △6,365,754

未払金の増減額（△は減少） 151,029,192

たな卸資産の増減額（△は増加） △307,905

その他流動資産の増減額（△は増加） 240,780

その他流動負債の増減額（△は減少） △3,694,143

　小計 374,442,152

利息及び配当金の受取額 4,366

利息の支払額 △42,405,926

業務活動によるキャッシュ・フロー 332,040,592

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △171,056,597

有形固定資産の売却による収入 340,000

国庫補助金等による収入 3,010,000

貸付けによる支出 △5,800,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △173,506,597

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 180,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △260,867,287

他会計からの出資による収入 151,042,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 70,974,713

資金増加額（又は減少額） 229,508,708

資金期首残高 352,156,004

資金期末残高 581,664,712

平成30年度  三浦市病院事業キャッシュ・フロー計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）
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